別表
	調　査　資　料
	備　　　考

	１ 低入札価格調査報告書（様式第１号）（表紙）
	

	２ その価格により入札した理由（様式第２号）
	

	３ 一般管理費の内訳書（様式第３号）
	

	４ 施工体制台帳、施工体系図（自由様式）
　※再下請負人通知書含む、添付書類不要
	・作成例を参考にすること。
・契約後に提出される施工体制台帳、施工体系図の内容と相違する場合、内容のヒアリングを行い、理由等を確認します。

	５ 手持工事の状況（様式第４号）
	・現在、堺市内で施工中の全ての工事について記入すること。なお、契約先が本市以外の場合は、契約書の写しを添付すること。
・手持工事の場所が確認できる図面（低入札価格調査の対象工事との位置関係も記入すること。）を添付すること。（縮尺は自由）
・従事技術者名欄には、現場代理人、主任技術者等について記入すること。

	６ 手持資材の状況（様式第５号）
	・入札者の手持資材を記載すること。
・低入札価格調査の対象工事に関連する資材について記入し、状況写真を添付すること。

	７ 資材購入先との関係（様式第６号）
	・資材購入先及び購入先との関係を備考欄に記載すること。 
・特に低入札価格の根拠となるものは、記載漏れのないように注意すること。

	８ 手持機械の状況（様式第７号）
	・入札者の手持機械を記載すること。
・写真、自主検査記録表、自動車検査証の写し等を添付すること。

	９ 適正賃金の確保に係る確認書（契約内容の確認）（様式第８号）
	

	１０ 現場労働者の供給見通し（様式第８－２号）
	

	１１ 建設副産物の搬出地（様式第９号）
	

	１２ 当該工事現場との入札者の事業所、倉庫等との地理的関係（自由様式）
	・関連位置図

	１３ 工事費内訳書における単価の根拠（自由様式）
	・単価の根拠となる資料（見積書等）を提出すること。
・単価の根拠資料として代価表を提出する場合は、代価表に記載された単価の根拠資料も提出すること。

	１４ 質疑への回答書（自由様式）
	・質疑がある場合のみ





様式第１号

低入札価格調査報告書

　当社が下記工事に関して、入札書に記載した入札金額に対応した積算内容について、以下のとおり報告します。なお、当該報告書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
　また、調査の結果、契約の相手方となった場合は、次の事項を遵守することを誓約します。
　ア 工事内容を変更し又は追加する必要がある場合においては誠意をもってこれに対応し、公共工事にかなう品質を確保するとともに工事の安全にも万全を期します。
　イ 関係法規を遵守し、貴監督員の指示に従い、契約に示された内容に適合した工事を行います。
　ウ 低入札価格調査資料に基づく施工体制、支払状況等に関し、当社及びその下請負人に対する各種調査及び確認に協力します。
　エ 低入札価格調査資料として提出した下請予定業者や資材納入予定業者等の見積金額を正当な理由なく減額することはいたしません。

堺　市　長　殿
　　年　　　月　　　日
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１．工　　事　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

２．開　　札　　日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　３．見積担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　４．見　　積　　日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　５．入札価格決定者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　６．提　出　書　類　　　
（１）　その価格により入札した理由　　　　　　　　　　　　　　　（様式第２号）
（２）　一般管理費の内訳書　　                                  （様式第３号）
（３）　施工体制台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自由様式）
（４）　施工体系図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自由様式）
（５）　手持工事の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第４号）
　（６）　手持資材の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第５号）
　（７）　資材購入先との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第６号）
　（８）　手持機械の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第７号）
　（９）　適正賃金の確保に係る確認書（契約内容の確認）  　　　　　（様式第８号）
　（１０）　現場労働者の供給見通し　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第８－２号）
　（１１）　建設副産物の搬出地　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第９号）
　（１２）　当該工事現場との入札者の事業所、倉庫等との地理的関係　（自由様式）
　（１３）　工事費内訳書における単価の根拠（自由様式）
　（１４）　質疑への回答書（質疑がある場合のみ）　　　　　　　　　（自由様式）

様式第２号
その価格により入札した理由
	

　（理由）

価格全体の中で、コストの縮減を図った部分についての説明を中心に労務費、手持工事の状況、当該工事現場と事業所・倉庫との関係、手持資材の状況手持機械の状況、下請会社等の協力等からの面から記載すること


　①



　②



　③



　④





※当該価格で入札した理由を、労務費、手持工事の状況、当該工事現場と事業所・倉庫との関係、手持資材の状況、手持機械の状況、下請会社等の協力等からの面から記載すること。


様式第３号

一般管理費の内訳書
	費目・項目
	金　額
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	





様式第３号（記入例）


一般管理費の内訳書
	費目・項目
	金　額
	備　　考

	法定福利費
	xxxxxxx
	

	維持修繕費
	xxxxxxx
	

	事務用品費
	xxxxxxx
	

	通信交通費
	xxxxxxx
	

	動力用水光熱費
	xxxxxxx
	

	地代家賃
	xxxxxxx
	

	減価償却費
	xxxxxxx
	

	租税公課
	xxxxxxx
	

	保険料
	xxxxxxx
	

	契約保証費
	xxxxxxx
	

	役員報酬等、従業員給料手当、退職金、雑費など
	xxxxxxx
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	






施工体制台帳（作成例）[image: ]
































※作成例の項目を満たしていれば、様式は問いません。
※工期については、空欄で構いません。
※建設工事の請負契約に該当しない資材納入や調査業務、運搬業務など建設業法上の記載義務のない下請負人等の記載は不要です。





[image: ]施工体系図（作成例）





























※作成例の項目を満たしていれば、様式は問いません。
※工期については、空欄で構いません。
※建設工事の請負契約に該当しない資材納入や調査業務、運搬業務など建設業法上の記載義務のない下請負人等の記載は不要です。




様式第４号
手持工事の状況
	発注元
	工　　　事　　　名
	工　期
	金　額
	工事場所
	従事技術者名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※手持工事の場所が確認できる図面（低入札価格調査の対象工事との位置関係も記入）を添付すること。（縮尺は自由）


様式第５号
手持資材の状況
	品　　名
	規格・寸法
	設計数量
	手持数量
	単　　価
	金　　　額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※状況写真を添付のこと。


様式第６号
資材購入先との関係
	品　　名
	規格等
	購　　　入　　　先
	決済方法
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※備考欄に入札者との関係を記入すること。（例）協力会社（業務提携）、同族会社等
※上記購入先からの見積書等を「工事費内訳書における単価の根拠」として提出すること。


様式第７号
手持機械の状況
	機　械　名　称
	能　　　　　力
	台　　　　　数
	メ　ー　カ　ー

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※写真、自主検査記録表、自動車検査証の写し等の確認できるものを添付すること。


様式第８号

　　年　　月　　日

堺　市　長　殿
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　





適正賃金の確保に係る確認書（契約内容の確認）

下記の工事について、当社が落札決定を受けた場合は、労働関係法令等を遵守するとともに、次の内容について誠実に履行すること及び工事請負契約の契約内容とすることを確認します。

記

	工　事　名
	



（適正賃金の確保に向けた取組み）
・当社は、適正な労働環境の確保に努めるとともに、様式第８－２号のとおり従事労働者に適正な賃金（以下「適正賃金」という。）を支払います。
・一次下請負人等との契約に当たっては、適正賃金について十分に説明を行い、適正賃金支払の確保及び貴市の調査に協力することについての相手方の承諾を得ることを条件に下請契約を締結します。
・すべての従事労働者に適正賃金の支払がなされるように、上記承諾を条件に、再下請契約を締結することを、下請負人等に指導します。
（従事労働者の申し出があった場合）
　・従事労働者（下請負人等に雇用されている場合も含む。）から、適正賃金の不払いについて申し出があった場合は、当社の責任において、当該労働者の賃金報告書を貴市に提出します。また、当該労働者が当該申し出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いは行いません。　
　・貴市が、適正賃金の支払確認のために調査を行う場合は、下請負人等への指導も含め、全面的に協力します。　
・貴市が、労働基準監督署等の監督官庁に通報を行っても異議はありません。
（発注者の解除権の特則）
　・当社が、従事労働者への適正賃金の支払い、下請負人等への指導、賃金報告書の提出を行わなかった場合に、貴市が、受注者の責めによる債務不履行として当該工事請負契約を解除したとしても、異議はありません。
（社会保険の加入に関する下請指導）
　・労働環境の改善及び事業者間の公平で健全な競争環境を構築するために、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」に基づく下請負人等への指導を一層徹底するとともに、下請契約に当たって、標準見積書の活用等により法定福利費を内訳明示した見積書を提出するよう働きかけます。

※「適正賃金」は、当該労働者の経験、技術力、労働市場における需給状況、同一地域及び同一職種における一般的な賃金等を含め、総合的に勘案する。この際、最も信頼できる基準額として、国土交通省が定める公共工事設計労務単価を参考とする。
※「従事労働者」とは、公共工事設計労務単価に掲げる職種に係る現場労働者をいう。
※「下請負人等」とは、公共工事設計労務単価に掲げる職種に係る現場労働者を雇用する全ての事業者をいう。
様式第８－２号
現場労働者の供給見通し
１．元請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額（A）×(B)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	合　　計（Ｃ）
	



２．下請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額(A)×(B)
	下請会社名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合　　計（Ｄ）
	
	



	労務費合計額（円）
（Ｃ）＋（Ｄ）
	



※従事労働者に支払う賃金の内容を記入すること。
※「単価」には、経費を除いた従事労働者の日額賃金の額を記入すること。下請施工の場合で、単価、員数（日数）が不明である場合は、「合計額（Ａ）×（Ｂ）」のみ記入すること。
※下請施工欄には二次以下も含めて全ての下請会社を記載すること。


様式第８－２号（記入例）

現場労働者の供給見通し
１．元請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額（A）×(B)

	土工
	普通作業員
	19000
	120
	2280000

	土工
	特殊作業員
	23000

	100

	2300000


	舗装工
	普通作業員
	20000
	80
	1600000

	舗装工
	普通作業員
	19000
	70
	1330000

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	
	
	
	
	

	
	
	
	工種、職種、単価ごとのすべての区分について記載すること


	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	合　　計（Ｃ）
	・・・



２．下請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額(A)×(B)
	下請会社名

	土工
	普通作業員
	
	
	1600000
	●●株式会社

	配管工
	配管工
	
	
	2000000
	株式会社○○

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合　　計（Ｄ）
	・・・
	



	労務費合計額（円）
（Ｃ）＋（Ｄ）
	
・・・・



※従事労働者に支払う賃金の内容を記入すること。
※「単価」には、経費を除いた従事労働者の日額賃金の額を記入すること。下請施工の場合で、単価、員数（日数）が不明である場合は、「合計額（Ａ）×（Ｂ）」のみ記入すること。
※下請施工欄には二次以下も含めて全ての下請会社を記載すること。


様式第９号
建設副産物の搬出地
	建設副産物
	予定数量
	受入予定箇所
	受入価格

	
	単位
	数量
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※当該工事で発生する、全ての建設副産物（コンクリート塊、アスファルト塊、木材、建設汚泥、混合廃棄物、建設発生土等）について記入すること。
※上記受入予定個所からの見積書等を「工事費内訳書における単価根拠」として提出すること。


様式第１０号

第　　　　　号
　　年　　月　　日

契　約　課　長　　様

　　　　　　　　課　長



低入札価格調査結果決定報告書

  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  下記工事について、堺市建設工事等に係る競争入札等事務取扱要綱第１１条第１項に基づく低入札価格調査を実施した結果、次のとおり決定したので報告します。　　　　　　　　　　
  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	 工　事　名
	
サッカー・ナショナルトレーニングセンター太陽光発電システム設置工事

	 調　査　日
	　　　　　年　　月　　日
サッカー・ナショナルトレーニングセンター太陽光発電システム設置工事

	 調査対象者
	　

	

決定内容

	





様式第１１号

賃金の支払状況報告書


　　年　　月　　日

堺　市　長　殿
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　






　当社が下記工事に関して、先に提出した施工体制台帳添付の下請業者との契約書のとおり、
下請代金の支払が完了したことを報告します。
　また、確認した賃金の支払状況の内容について、様式第１１－２号のとおり報告します。
なお、当該報告書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。


記

	工　事　名
	





様式第１１－２号

１．元請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額（A）×(B)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	合　　計（Ｃ）
	



２．下請施工
	工　　　種
	職　　　種
	単価（Ａ）
	員数（日数）（Ｂ）
	合計額(A)×(B)
	下請会社名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合　　計（Ｄ）
	
	



	労務費合計額（円）
（Ｃ）＋（Ｄ）
	



※従事労働者に支払う賃金の内容を記入すること。下請施工の場合で、単価、員数（日数）が不明である場合は、「合計額（Ａ）×（Ｂ）」のみ記入すること。
※下請施工欄には二次以下も含めて全ての下請会社を記載すること。


附則様式

第　　　　　号
　　年　　月　　日

契　約　課　長　　様

　　　　　　　　課　長



低入札価格調査結果決定報告書

  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  下記工事について、堺市建設工事等に係る競争入札等事務取扱要綱第１１条第１項に基づ
く低入札価格調査を実施した結果、次のとおり決定したので報告します。　　　　　　　　　　
  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	工　事　名
	
サッカー・ナショナルトレーニングセンター太陽光発電システム設置工事

	調　査　日
	　　　　　年　　月　　日
サッカー・ナショナルトレーニングセンター太陽光発電システム設置工事

	調査対象者
	

	
決定内容

	

	

労務費等
の確認


	設計金額に対する
直接工事費の割合
	☐一定水準（設計金額の９７％）以上
☐一定水準（　　　　〃　　　）未満

	
	合理的な理由の説明（一定水準未満の場合のみ）
	

	
	☐ 有　☐ スケールメリットによる高い施工効率　☐ 新技術等の活用
☐ 実績や最新単価等に基づく積算　☐ 下請労務費が分離計上できない
　　　 ☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☐ 無  ☐ 下請の労務費等を減額させた  ☐ 最新の単価を用いていない
☐ 根拠のない概算
　　　 ☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☐ 確認不要（他の調査項目で契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる場合）
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年 月 日

［会社名・事業者ID］

［事業所名・現場ID］

　

　

　

施工体制台帳（作成例）

《下請負人に関する事項》

有　無

一号特定技能外国人の

従事の状況（有無）

担当工事内容



有　無

有　無



専　任

非専任



有　無

一号特定技能外国人の

従事の状況（有無）

外国人技能実習生の

従事の状況（有無）

外国人技能実習生の

従事の状況（有無）

専　任

非専任

安全衛生責任者名



安全衛生推進者名



雇用管理責任者名



資格内容



保険加入

の有無

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

住　　　　　　　　　所



健康保険等

の加入状況

営業所の名称 雇用保険 健康保険 厚生年金保険



厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入

適用除外

加入　　未加入

適用除外

現場代理人名



権限及び

意見申出方法



保険加入

の有無

会社名・

事業者ID



代表者名



　　年　　月　　日

知事　一般

        第　　　　号

工事業

工 事 名称

及 び

工 事 内容



工 期

自　　　　　　年　　　月　　　日



至　　　　　　年　　　月　　　日

契 約 日 年　　　月　　　日　

　　年　　月　　日

知事　一般

建設業の

許 可

施工に必要な許可業種

大臣　特定

大臣　特定

        第　　　　号



資格内容

担 当

工事内容

資格内容

担 当

工事内容



許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業

健康保険等

の加入状況



現 場

代 理 人名

監理技術者補佐名

事業所

整理記号等

健康保険

元請契約



加入　　未加入

適用除外



健康保険

健康保険

事業所

整理記号等

        第　　　　号

        第　　　　号

営業所の名称



専門技術者名

厚生年金保険 雇用保険



資 格 内容

専 門

技 術 者名

権限及び意見

申 出 方法



　　年　　月　　日



工事業

大臣　特定



資格内容



住 所

厚生年金保険

加入　　未加入

適用除外

区分

主任技術者名



監理技術者名

主任技術者名

専 門

技 術 者名



監 督 員名



権限及び意見

申 出 方法



資 格 内容



建設業の

許 可

許　可　業　種

下請契約

名　　　　　　　　　称

自　　　　　　年　　　月　　　日



至　　　　　　年　　　月　　　日

契 約 日 年　　　月　　　日　

許　可　番　号

　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

工事業

大臣　特定

知事　一般

知事　一般

発 注 者の

監 督 員名



権限及び意見

申 出 方法



下請契約

契 約

営 業 所

区 分

雇用保険



工 事 名称

及 び

工 事 内容

発 注 者名

及 び

住 所

工 期



元請契約
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一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

担 当 工 事 内 容

元方安 全衛 生管 理者

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容

統括安全衛生責任者

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

　工期

担当工事

内　　　容

担当工事

内　　　容

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

代 表 者 名

会社名・事業者ID

工

事



年 月 日 ～ 年 月 日 　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

一般 / 特定の別

工

事

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

許 可 番 号

代 表 者 名

会社名・事業者ID

一般/特定の別

主 任 技 術 者

会社名・事業者ID

安全衛生責任者

一般 / 特定の別

工

事

主 任 技 術 者

許 可 番 号

代 表 者 名

会社名・事業者ID

安全衛生責任者



安全衛生責任者

代 表 者 名

一般 / 特定の別

許 可 番 号

会社名・事業者ID

主 任 技 術 者

工

事

許 可 番 号

代 表 者 名

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

会社名・事業者ID

一般 / 特定の別

担当工事

内　　　容

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

特定専門工事

の該当

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

担当工事

内　　　容

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

工

事

主 任 技 術 者

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

特定専門工事

の該当

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

　工期

主 任 技 術 者

担当工事

内　　　容

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

主 任 技 術 者

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

安全衛生責任者

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

安全衛生責任者

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般 / 特定の別

安全衛生責任者



年 月 日 ～ 年 月 日

会社名・事業者ID

代 表 者 名

一般 / 特定の別

許 可 番 号

一般/特定の別

安全衛生責任者

担当工事

内　　　容

専 門 技 術 者

会社名・事業者ID

代 表 者 名



監理技術者補佐名

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

専 門 技 術 者

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

工

事

特定専門工事

の該当

代 表 者 名

許 可 番 号



年 月 日 ～ 年 月 日 　工期

担当工事

内　　　容

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

会社名・事業者ID

代 表 者 名

許 可 番 号

一般/特定の別

特定専門工事

の該当



年 月 日 ～ 年 月 日

会社名・事業者ID



年 月 日 ～ 年 月 日

会社名・事業者ID



工

事

主 任 技 術 者

　工期

安全衛生責任者

副    会    長

発 注 者 名

工 事 名 称

元請名・事業者ID

監 督 員 名

監 理 技 術 者 名

主 任 技 術 者 名

会          長



主 任 技 術 者

施工体系図（作成例）

安全衛生責任者

工期

工

事

専 門 技 術 者

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　　  　  　 　日



　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　　 　    日

担当工事

内　　　容

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者

特定専門工

事の該当

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

工

事

特定専門工

事の該当

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

工

事

工

事

特定専門工

事の該当

工

事

主 任 技 術 者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事

内　　　容

　工期



年 月 日 ～ 年 月 日

主 任 技 術 者

工

事

専 門 技 術 者

特定専門工事

の該当

安全衛生責任者

一般 / 特定の別



年 月 日 ～ 年 月 日 　工期

専 門 技 術 者

工

事

特定専門工事

の該当

特定専門工事

の該当

　工期

担当工事

内　　　容

許 可 番 号

特定専門工事

の該当



年 月 日 ～ 年 月 日 　工期



年 月 日 ～ 年 月 日 　工期

担当工事

内　　　容

担当工事

内　　　容

工

事

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

特定専門工事

の該当

特定専門工事

の該当

特定専門工事

の該当

特定専門工

事の該当


